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令和４年度

中小事業者等が新規取得した先端設備等に係る課税標準の特例制度の対象期間が延長されました。

特例の対象となる資産の取得期限が、令和３年３月３１日から、令和５年３月３１日まで延長されました。 

名古屋市による認定を受けた先端設備等導入計画に基づき、中小事業者等が対象期間中に新たに取得した、一定の償却

資産及び事業用家屋に係る固定資産税（家屋・償却資産）について、取得から3年間、課税標準額がゼロに軽減されます

（「先端設備等導入計画」の認定前に取得した設備は対象外です。）。 

特例適用の要件（①～⑤の全てを満たす必要があります。） 

①本市の認定を受けた先端設備等導入計画に基づき取得した資産であること 

②旧モデル比で生産性が年平均１％以上向上するものであること（事業用家屋を除く。） 

③生産、販売活動等の用に直接供するもの 

④中古資産でないもの 

⑤以下の表の条件を満たすもの 

区
分 

資産の種類 資産の取得期間 用途又は細目 取得価額 販売開始時期 

償
却 
資
産 

機械装置 

平成３０年６月６日から 
令和５年３月３１日まで 

全て １６０万円以上 １０年以内 

工具 測定工具及び検査工具 
３０万円以上 

５年以内 

器具備品 全て ６年以内 

建物附属設備 全て ６０万円以上 
１４年以内 

構築物 
令和２年４月３０日から 
令和５年３月３１日まで 

全て １２０万円以上 

家
屋 

事業用家屋 
・１２０万円以上の新築の家屋であること 
・家屋の内外に取得価額の合計額が３００万円以上の先端設備が一
体となって設置されること 

特例制度の詳細については名古屋市公式ウェブサイト＜ https://www.city.nagoya.jp/ ＞をご確認ください。 

暮らしの情報 ＞ 税金 ＞ 固定資産税・都市計画税 ＞ 固定資産税（償却資産）＞中小事業者等が新規取得した先端設備等に係る

課税標準の特例について 

   〇先端設備等導入計画の認定に関するお問い合わせ先 

     名古屋市経済局産業労働部中小企業振興課経営支援係 電話 ０５２‐７３５‐２１００ 

◆◆◆ 令和３年度税制改正に係る主な変更点 ◆◆◆ 

＜ 目 次 ＞

名 古 屋 市 

令和４年度から、申告書等

の様式を変更していますの

で、ご注意ください。 



１ 償却資産とは

固定資産税の対象となる償却資産とは、法人や個人の方が事業を営むために所有している土地及び家屋以外の有形

の固定資産で、その減価償却額又は減価償却費が、法人税法又は所得税法の規定による所得の計算上損金又は必要

な経費に算入されるものをいいます。具体的には、構築物、機械及び装置、船舶、航空機、車両及び運搬具、工具・器具

及び備品をいいます。償却資産を「資産の種類」ごとに例示しますと、次のようになります。 

資産の種類 内                 容 

第１種 構  築  物 駐車場の舗装、屋上看板等の広告設備、門、塀、緑化施設等 

第２種 
機械及び装置 

（建物附属設備） 

工作機械・印刷機械等の各種産業用機械、駐車場機械装置等 

建物附属設備 

１ 家屋の所有者が取り付けた建物附属設備のうち、受変電設備、中央監視制御装置、 

特定の生産又は業務用の設備など 

２ 特定附帯設備（テナントの方が賃借している家屋に施工した内装、造作、建築設備） 

詳しくは４、５ページ参照 

第３種 船      舶 遊覧船、ボート、はしけ等 

第４種 航  空  機 飛行機、ヘリコプター 

第５種 車両及び運搬具 

大型特殊自動車に該当するブルドーザー・クレーン車・フォークリフト等、台車等 

分類番号（右のナンバープレートの●部分）が 

「０」又は「９」で始まる車両 

※自動車税（種別割）・軽自動車税（種別割）の対象になる乗用車、トラック等（これらと同

じ所有者が取り付けたカーラジオ、カーナビゲーションシステム等を含む。）は対象外で

す。 

第６種 工具・器具及び備品 
事務机、事務いす、陳列ケース、テレビ、パソコン、プリンター、ルームエアコン、金庫、 

ゲーム機器等 

※国税申告において、構築物や建物附属設備を建物一式として減価償却していても、償却資産申告においては上表に掲

げる構築物や建物附属設備を個別に申告する必要があります。

※次のような資産も１月１日現在、事業を営む上で使用することができる状態であれば申告の対象となります。 

(1) 建設仮勘定で経理されている資産 

(2) 決算期以後１月１日までの間に取得された資産 

(3) 簿外資産（会社の帳簿に記載されていない資産） 

(4) 償却済資産（減価償却を終えた資産） 

(5) 遊休資産（稼働を休止しているが、いつでも稼働できる状態にある資産） 

(6) 未稼働資産（既に完成しているが、未だ稼働していない資産） 

(7) 資産の所有者が、他の者に貸付けその貸付先で事業の用に供されている資産 

（ただし、その所有者が資産の貸付を事業としている場合は、貸付けられた資産が貸付先で事業の用に供されて

いると否とにかかわらず申告が必要です。） 

(8) 取得価額が２０万円未満の資産で、税務会計上固定資産勘定に資産計上されている資産 

（ただし、次のような償却資産は申告の対象となりません。①耐用年数が１年未満の資産、②取得価額が１０万

円未満の資産で税務会計上一時に損金又は必要な経費に算入された資産、③取得価額が２０万円未満で、事

業年度ごとに一括して３年間で償却し、一括して損金又は必要な経費に算入された資産） 

(9) 取得価額が３０万円未満の資産で、税務会計上租税特別措置法第２８条の２又は第６７条の５の適用により即時

償却した資産 

なお、少額資産の取扱いについては、６ページの一覧表にてご確認ください。 

名古屋  ●●●

な △△ － △△例： ０００や９００ 

Ⅰ  償却資産の概要 
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２ 業種別の主な償却資産

業 種 名 主 な 償 却 資 産 

各業種に共通する 

償 却 資 産

駐車場設備、受変電設備、舗装路面、庭園、門、塀、外構、外灯、ネオンサイン、広告塔、中央監

視制御装置、ＬＡＮ配線、看板、簡易間仕切、応接セット、ロッカー、キャビネット、エアコン、パソコ

ン、コピー機、レジスター、金庫、太陽光発電設備（屋根材一体型を除く）等 

小 売 業 商品陳列ケース、陳列棚、陳列台、自動販売機、冷蔵庫、冷凍庫等 

飲 食 業 
接客用家具・備品、自動販売機、自動食器洗浄器、厨房設備、カラオケセット、テレビ、放送設備、

冷蔵庫、冷凍庫等 

理容業、美容業 理・美容椅子、洗面設備、タオル蒸器、テレビ等 

クリーニング業 洗濯機、脱水機、乾燥機、プレス、ミシン等 

医 療 業 
各種医療機器（ベッド、手術台、Ｘ線装置、分娩台、心電計、電気血圧計、保育器、脳波測定器、

ＣＴスキャン）、医療ガス設備、各種キャビネット等 

駐車場業 柵、照明等の電気設備、駐車装置（機械設備、ターンテーブル）等 

工   場 旋盤、ボール盤、プレス機、看板、金型、洗浄給水設備、溶接機、貯水設備、福利厚生設備等 

旅館 、ホテル 

バー、喫茶・軽食

ステレオ、ガスレンジ、洗濯設備、ボイラー、自動食器洗浄器、製氷機、楽器、ミラーボール、放送

設備等 

娯 楽 業 
パチンコ台、パチスロ台、島設備、ゲームマシーン、両替機、玉貸機、玉計数機、カラオケセット、

接客用家具、ネオンサイン、スポットライト等 

印 刷 業 各種印刷機、活字盤鋳造機、裁断機等 

建 設 業 
ブロックゲージ、トランスショッパー、ポンプ、ポータブル発電機、ブルドーザー、パワーショベル、コ

ンクリートカッター、ミキサー等 

自動車整備業 

ガソリン販売業 

プレス、スチームクリーナー、オートリフト、テスター、オイルチェンジャー、充電器、洗車機、コンプ

レッサー、卓上ボール盤、ジャッキ、溶接機、地下槽、ガソリン計量器、地下タンク、スポットライト、

投光器、自動販売機、独立キャノピー等 

鉄 工 業 旋盤、ボール盤、フライス盤、研削盤、鋸盤、プレス機、剪断機、溶接機、グラインダー等 

農   業 田植機、稲刈機、脱穀機、コンバイン・トラクター等の大型特殊自動車等 

不動産賃貸業 

駐車場舗装、看板、門、塀、外灯、緑化設備（植木等）、フェンス、側溝、電力引込線、屋外給排水

管、屋外ガス管、自転車置場、近隣の電波障害対策用アンテナ、ルームエアコン、集合郵便受

け、宅配ボックス等 

（注１） ビルの一室等を借り受け、ご自分で施工された内装と設備一式は、償却資産に該当します。詳しくは、４、５ページを

ご覧ください。 

（注２） 自己所有の建物を通常の維持管理の必要から改修された場合の費用は、家屋の評価に含まれておりますので、 

償却資産としての申告の必要はありません。 

＜例：賃貸用アパートを建てられた場合の主な償却資産＞ 

門・看板 

集合郵便受け 

フェンス 

駐車場設備 
緑化設備 

自転車置場 

塀 

外灯 

アスファルト舗装 

コンクリート舗装 

砂利敷き等 

ゴミ置場 

側溝 

屋外給排水管 

ルームエアコン 

太陽光発電設備 

受変電設備 
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＜例：テナントの方の場合＞ 

３ページの主な償却資産のほかに、特定附帯設備が償却資産に該当します。 

内装・外装 

電気設備 

ガス設備 

給排水設備 

造作 

建具 

テナントの方が自ら事業を営むた
めに取り付けた場合は、償却資
産として申告の対象になります
（特定附帯設備）。 

３ 借用（リース）資産について

ファイナンスリース取引のうち所有権移転外ファイナンスリースについて、国税においては、平成２０年４月１日以

降に締結したものは、原則として売買に準じた方法により借主が減価償却を行うものとされましたが、固定資産税

（償却資産）においては、従来どおりリース会社等の資産の貸主（所有者）が、当該資産を申告する必要があります。 

ファイナンスリース取引にかかるリース資産について、所有者の取得価額が２０万円未満である場合は、固定資

産税（償却資産）の申告対象外となります。 

４ 建物附属設備・特定附帯設備の取扱いについて

（１）建物附属設備の家屋と償却資産の区分について 

自己所有家屋に取り付けた建物附属設備は、固定資産税の取扱い上、次により償却資産と家屋とに区分して課

税されます。

償却資産とするもの・・・単に移動を防止する程度に家屋に取り付けられたもの、又は独立した機器としての性

格の強いもの 

家屋とするもの・・・・・・・家屋の所有者が所有し、家屋と構造上一体となって家屋の効用を高める電気設備、

屋内ガス設備、屋内給排水設備、衛生設備、消火設備、空調設備など 

ただし、家屋として課税するこれらの設備を借り受けた家屋に取り付けた場合

（特定附帯設備といいます。下記(２)参照）は、償却資産になり、これらの設備

の所有者の方に課税されます。 

（２）借家にテナントの方が取り付けた特定附帯設備について 

特定附帯設備とは、賃貸ビルなどを借り受けて事業をされている方（テナント）が自らの事業を営むために取り付

けた電気設備、ガス設備、給排水設備、衛生設備等や外壁、内壁、天井、床などの仕上げ及び建具、配線・配管

等のことをいいます。 

特定附帯設備は、テナントの方に償却資産として固定資産税が課税されます。 
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（参考）建物附属設備の家屋と償却資産の区分表 ※太枠で囲った部分が特定附帯設備です。 

番

号 
設   備   等   の   内   容 

家屋の所有関係 

自己所有 借 家 

家屋 償却資産 家屋 償却資産 

１ 受変電設備、発電設備、蓄電池設備  ○  ○ 

２ 中央監視制御装置、電話交換機  ○  ○ 

３ 
ルームエアコン、パッケージエアコン（家屋と構造上一体であるものを除

きます） 
 ○  ○ 

４ ネオンサイン、スポットライト、広告塔、袖看板、ブラインド  ○  ○ 

５ 家屋から独立した給水塔・煙突、屋外に埋設されたガス・水道等の配管  ○  ○ 

６ 電気設備（１、２に該当するものを除きます） ○   ○ 

７ 給排水設備、衛生設備、ガス設備（５に該当するものを除きます） ○   ○ 

８ 冷房、暖房、通風設備（３に該当するものを除きます）、ボイラー設備 ○   ○ 

９ 昇降機設備 ○   ○ 

10 消火設備、排煙設備、災害報知設備 ○   ○ 

11 エアカーテン又はドア自動開閉設備 ○   ○ 

12 床、壁、天井等仕上げ ○   ○ 

（注）次のような特定の生産又は業務用設備については、上記の区分に関わらず、償却資産として課税されます。 

① 特定の生産用の設備  

・ 工場における機械の動力源としてのボイラー、動力配線、ガスバーナー用のガス配管、工業用水道配管 

・ 紡績業、精密機械工業、フィルム製造業等における製造工場内の空調設備及び集塵設備 

② 特定の業務用の設備 

・ 工場等の生産ライン用リフト及びベルトコンベアー設備 

・ 冷凍・冷蔵倉庫、製氷業、アイススケート場の冷凍・冷蔵設備（配管を含み、断熱材及び防熱ドアーを除く） 

・ ホテル、旅館、飲食店、病院等において顧客の求めに応じて飲食物を調理するための厨房設備又は衣類の洗濯をす

る洗濯設備等のサービス設備 

・ 映画館、演劇場、興行場のスクリーン（映写用）設備、スポットライト、スピーカー及びフィルム処理設備 

・ 証券会社に設けられる株式価格表示設備 

５ 取得価額と耐用年数

（１）取得価額 

取得価額とは、償却資産を取得するために支出した金額をいい、引取運賃、荷役費、運送保険料、購入手数料、

関税、据付費など、その償却資産をその用途に供するために直接要した費用を含みます。

また、共有の場合は、各共有者の持分を合算したものとなります。 

取得価額の算出方法は、法人税又は所得税の取扱いと同じです。ただし、圧縮記帳の制度は認められていません

ので、国庫補助金等の圧縮額がある場合は、圧縮前の金額を記入してください。また、税込経理方式を採用されてい

る場合は、消費税額及び地方消費税額を各資産の取得価額に含めてください。 

（２）耐用年数 

耐用年数は、原則として法人税又は所得税の申告で用いるものと同じ耐用年数を記入してください。 

①法定耐用年数・・・・・通常はこの耐用年数により申告します。詳しくは１７ページの「Ⅶ 細目コード表」（減価償却資

産の耐用年数等に関する省令別表より抜粋）をご覧ください。 

②中古見積耐用年数・・・耐用年数省令第３条の規定により見積もった耐用年数をいいます。 

③短縮耐用年数・・・・・法人税法又は所得税法の規定により耐用年数の短縮について国税局長の承認を受けたと

きのその耐用年数をいいます。なお、この場合は国税局長の承認通知書の写しを申告書に

添付して提出してください。 

※法人税又は所得税における減価償却率の償却方法を定率法から定額法に変更し、法定耐用年数より短い耐用

年数を適用した場合でも、固定資産税（償却資産）は法定耐用年数を使用してください。 

（例）

（例）
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６ 増加償却

増加償却とは、法人税法もしくは所得税法の規定により、機械及び装置について通常の使用時間を超えて使用する

場合に、償却限度額を一時的に増加させることです。 

所轄税務署長に届出書を提出することにより増加償却が認められた資産は、償却資産についても増加償却が適用さ

れますので、償却資産申告書とともに税務署長への届出書の写しを提出してください。 

ただし、租税特別措置法において規定されている特別償却・割増償却は、償却資産については認められませんのでご

注意ください。 

７ 法人税・所得税との比較 

   法人税・所得税と固定資産税（償却資産）は以下の表のとおり、取扱いが異なります。 

項   目 固定資産税の取扱い(償却資産) 国税の取扱い(法人税・所得税) 

償 却 計 算 の 期 間 暦年（賦課期日制度） 事 業 年 度 

減 価 償 却 の 方 法 
旧定率法（固定資産評価基準に

定める減価率による） 

定率法または定額法の選択制 

（平成10年4月1日以降取得の建

物、平成28年4月1日以降取得の

建物附属設備及び構築物は定額法

のみ）

前年中の新規取得資産 半 年 償 却（１／２） 月 割 償 却 

圧 縮 記 帳 の 制 度 認められません。 認められます。 

特別償却 ･割増償却 認められません。 認められます（租税特別措置法）。 

増 加 償 却 認められます。 認められます(法人税・所得税法)。 

評 価 額の最低限度 取得価額の100分の5 備忘価額（1円）まで 

改 良 費 

（ 資 本 的 支 出 ） 

区分評価（改良を加えられた資

産と改良費を区分して評価） 
原則区分評価（一部合算評価） 

少額の減価償却資産 

（使用可能期間が１年未満か 

取得価額が10万円未満の資産） 

【課税対象外】 

法人税法又は所得税法におい

て、損金又は必要な経費に算入

したもの。 

【課税対象】 

法人税法又は所得税法において

本来の耐用年数を用いて毎年減

価償却したもの。 

損金算入が可能 

（法人税法施行令第133条） 

必要な経費に算入するものとする 

（所得税法施行令第138条）

一 括 償 却 資 産 

（取得価額が20万円未満の減価償却資産）

３年間で損金又は必要な経費に 

算入が可能 

（法人税法施行令第133条の2・ 

所得税法施行令第139条）

中小企業者等の方が租税特別措置法 

を適用して取得された30万円未満の 

減価償却資産 

課税対象です。 

損金又は必要な経費に算入が可能 

（租税特別措置法第28条の2・ 

同法第67条の5）
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１ 申告が必要な方

毎年1月1日現在に償却資産を所有している方 

（所有権留保付売買資産は、原則として買主の方が申告してください。） 

本市では資産状況の把握のため、以下に該当する方にも償却資産申告書の提出にご協力をお願いしています 

（１０ページ以降の記入例を参考にしてください。）。 

●事業廃止等により所有していた償却資産を処分し、申告すべき資産がなくなった方  ⇒「全資産除去」の申告 

●償却資産申告書が届いたが償却資産に該当する資産を所有していない方       ⇒「該当資産なし」の申告 

２ 申告方法

償却資産申告書は、郵送や窓口への提出のほか、電子申告により提出することができます。電子申告をご利用の方

は ９ページをご確認ください。 

郵送により提出する方で申告書の控えに収受印が必要な方は、切手を貼った返信用封筒を同封してください。 

なお、申告期限前後は申告が集中するため、返信までに日数をいただく場合があります。 

３ マイナンバー（個人番号）の取扱い
社会保障・税番号制度が導入されたことに伴い、申告書の提出にあたって本市がマイナンバー（個人番号）の提供を

受ける場合、法律に基づいた本人確認（身元確認及び番号確認）を毎回行います。 

本人確認書類（身元確認書類及び番号確認書類） 

マイナンバー（個人番号）を記載した償却資産申告書を市税事務所や区役所の窓口で提出する場合は、上表の身
元確認書類及び番号確認書類を提示してください。郵送で提出される方は、これらの書類の写しを同封してくださ
い。 
※健康保険証の写しを同封する場合は、保険者番号や被保険者の記号番号等を黒塗りしてください。 

※法人に係る償却資産申告書を窓口に提出される場合は、来庁された方の身分証を確認させていただきます。 

提出者 本人 代理人 税理士 

身元確認 

書類 

マイナンバーカード（個人番号カー

ド）、運転免許証、運転経歴証明書、 

身体障害者手帳、パスポート、 

在留カード、特別永住者証明書、 

健康保険証、年金手帳、 

児童扶養手当証書、 

特別児童扶養手当証書

の中から１点 

または 

敬老手帳、社員証、学生証等 

の中から２点 

マイナンバーカード、運転免許証、 

運転経歴証明書、身体障害者手帳、 

パスポート、在留カード、 

特別永住者証明書 

 の中から１点（代理人のもの） 

または 

健康保険証、年金手帳、 

児童扶養手当証書、 

特別児童扶養手当証書、 

敬老手帳、社員証、学生証等 

 の中から２点（代理人のもの） 

＋ 

委任状、 

法定代理人であることを証する書類 

税務代理権限証書 

＋ 

税理士証票

（税理士事務所の

職員の場合は、税

理士証票の写し） 

番号確認 

書類 

（本人のもの）

マイナンバーカード、通知カード（氏名、住所等が住民票に記載されている事項と一致している

ものに限る）、マイナンバーが記載された住民票の写し 

の中から１点（本人以外の方が提出する場合は写し） 

本 人 確 認 に つ い て 

Ⅱ  償却資産の申告 
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４ 提出する書類

以下の書類を提出してください。ただし、添付資料は提出が必要な事例に該当する場合に限ります。 

〇償却資産申告書  １０～１１ページの記入例を参考に作成してください。 

〇種類別明細書   １２～１３ページの記入例を参考に作成してください。 

〇添付書類     以下の事例に該当する方は、それぞれ必要な書類を併せて提出してください。 

なお、お問い合わせの際は、資産が所在する区を担当する市税事務所固定資産税課償却資

産係にお問い合わせください。 

５ 作成時の注意事項

償却資産の申告方式には一般方式と電算方式の２種類の申告方式があります。注意すべき点が異なりますの

で、提出書類作成にあたり、以下の注意事項をよく確認してください。 

＜申告方式の違いについて＞ 

一般方式は、前年からの資産の増減を申告する方式で、評価額及び課税標準額の算出は本市で行います。 

電算方式は、賦課期日（１月１日）現在に所有するすべての資産を、評価額及び課税標準額を算出した上で

申告する方式であるため、会計ソフト等を用いている方向けの申告方式です。 

〇 償却資産に該当する資産を所有していない方 

法律上の申告の義務はありませんが、本市から償却資産申告書をお送りしている方は、「該当資産なし」としての申告

書の提出にご協力をお願いします。１１ページの記入例にありますように、１７備考の欄に該当資産なしである旨をご記

入ください。 

〇 一般方式で申告される方 

前年までに申告した資産が印字されている場合は、印字内容を確認し、必要に応じて修正してください。 

また、種類別明細書が不足する方は、本市ウェブサイトから白紙をダウンロード可能ですので、ご利用ください。 

〇 電算方式で申告される方 

償却資産申告書…本市からお送りした二次元コード付きの償却資産申告書をお持ちの方は、白紙のまま同封して提

出してください。ただし、電子申告（次項参照）される方は郵送での白紙の送付は不要です。 

種類別明細書…賦課期日（１月１日）に所有する全ての資産について、資産の取得価額に加え、資産ごとの評価額

及び課税標準額を記載してください（資産に異動がない場合も種類別明細書の提出が必要です。）。 

ただし、評価額の最低限度は取得価額の５％ですので、評価計算の誤りに注意してください。 

また、種類別明細書は資産を１～６の種類ごとに区分し、取得価額等について、それぞれの合計額

を記入してください。 

なお、課税標準額について、課税標準の特例の適用がある場合は、特例適用後の課税標準額を記

入してください。 

事例 必要な書類 必要な書類について 

課税標準の特例該当資産を取得した方 事実を証明する書類（写） 

特例ごとに異なりますので、市税事務

所にお問い合わせいただくか、本市ウェ

ブサイトをご確認ください。 

短縮耐用年数を適用する方 国税局長の承認通知書（写） 詳しくは５ページをご確認ください。 

増加償却をする方 税務署長への届出書（写） 詳しくは６ページをご確認ください。 

非課税該当資産を取得した方 非課税適用届出書 
市税事務所にお問い合わせください。 

減免対象資産を取得された方 減免申請書 
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６ 申告書の提出先

 資産が所在する区を担当する市税事務所に提出してください。詳しくは、巻末２８ページ記載の表をご覧ください。 

７ 電子申告（エルタックス）を利用する方へ

償却資産申告書の提出には電子申告をご利用いただけますが、ご利用にあたり注意事項がございますので、下記の

ほか、本市ウェブサイトをご確認の上、申告書の作成をお願いいたします。 

なお、電子申告をご利用の場合、翌年度以降は紙の償却資産申告書の送付を省略させていただきます。 

◆電子申告（エルタックス）を利用するメリット 

○複数の市区町村へまとめて申告可能 

○エルタックスに対応した市販税務・会計ソフトで作成した申告書をそのまま提出可能 

（エルタックスウェブサイトで、無料の対応ソフトウェア「PCdesk（ﾋﾟ-ｼｰﾃﾞｽｸ）」を利用できます。） 

◆電子申告（エルタックス）の提出先 

資産が所在する区ごとに提出してください。 

電子申告（エルタックス）に関して 

◆ 申告の受付時間は、８：３０～２４：００（土・日・祝日、年末年始１２/２９～１/３を除く。） 

※毎月最終土曜日及び翌日の日曜日は利用できます。 

※下記の期間は土・日・祝日を含む毎日エルタックスが利用できます。 

令和４年1月１５日～令和４年１月３1日（０：００～２４：００） 

令和４年2月 １日～令和４年３月１5日（８：３０～２４：００） 

※詳しくはエルタックスウェブサイト＜ https://www.eltax.lta.go.jp/ ＞をご確認ください。 

◆ お問い合わせ先 

エルタックスのご利用に際してご不明な点等がある方は、エルタックスウェブサイトの「よく 

あるご質問」＜ https://www.eltax.custhelp.com/ ＞をご覧ください。 

 右の二次元コードをスマートフォン等で読み取ることで、エルタックス 

ウェブサイトの「よくあるご質問」ページにアクセスできます。 

資産所在区 提出先 

千種区分、東区分、北区分、中区分、守山区分、名東区分 名古屋市栄市税事務所 

西区分、中村区分、中川区分、港区分 名古屋市ささしま市税事務所 

昭和区分、瑞穂区分、熱田区分、南区分、緑区分、天白区分 名古屋市金山市税事務所 

電子申告（エルタックス）により償却資産申告書・種類別明細書が提出できます
地方税ポータルシステム
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＜ 取 得 価 額 ＞

前年前に取得したもの

（イ） 

前年中に減少したもの

（ロ） 

前年中に取得したもの

（ハ） 
計（ニ） 

令和３年１月１日以前に 

取得したもの 

（昨年も申告された方は、

昨年の合計額が印字されま

すので、修正の際は二重線

で訂正してください。） 

令和３年１月２日から 

令和４年１月１日までに 

減少したもの 

令和３年１月２日から 

令和４年１月１日までに 

増加したもの 

（移動による受け入れの資

産はこちらに記入してくだ

さい。） 

種類別明細書の加除修正し

た後の取得価額と同じ額に

なります。 

（注）上記（ロ）（ハ）には、種類別明細書に記入した前年中に減少又は増加した資産の取得価額の合計額を、 

資産の種類別に記入してください。 

＜作成時の注意事項＞ 

〇資産が所在する区ごとに作成してください。 

〇同一区内に２以上の事業所がある場合は、申告書は１枚にまとめてください。 

〇資産が共有である場合は個々に持分で申告せず、「（代表者）外〇名」という所有者名で申告してください。 

〇令和４年度の申告書の様式変更部分や、記入誤りが多い部分を作成のポイントで確認してください。 

Ⅲ  償却資産申告書の記入例 

作成のポイント（取得価額欄） 

前年に引き続き申告される方

の中には、（イ）に申告済資産の

種類ごとの合計額が印字されて

いる方がいます。 

 修正の際は、二重線で抹消

し、上に正しい数値を記入してく

ださい。 

償却資産に該当する資産を所

有していない方は、取得価額欄

の記入は不要です。 

作成のポイント（所有者欄） 

 一部の方には、現在本市に登

録されている、住所及び氏名を

印字しています。修正の際は該

当箇所を二重線で抹消し、上に

変更後の内容を記入してくださ

い。 

 印字されていない方は記入し

てください。 

現在の送達先と異なる場所に

送付を希望される方は、住所欄

の余白に希望する送達先を記

入してください。 

7 合 計

一般方式の方は
（電算方式の方は

6 工具、器具及び備品

5 車両及び運搬具

4 航 空 機

3 船 舶

□個人番号ｶｰﾄﾞ

□運転免許証

□代理権限証書

□税理士証票

□その他

□個人番号ｶｰﾄﾞ

□住民票

□通知ｶｰﾄﾞ

□システム

2 機械及び装置

（確認資料） （確認資料）

□済　　□未済 □済
1 構 築 物

（ヘ）

5

決 定 価 格

        6     687     195 850   000 8   655   150 
千 円 十億 百万 千 円

※身元確認 ※番号確認 資産の種類
※
評 価 額 (ホ)

※

6 工具、器具及び備品
十億 百万 千 円

7 合 計
十億 百万 千 円 十億 百万

円

              475     000 160   000 1   655   150 
百万 千 円 十億 百万 千十億

車両及び運搬具
十億 百万 千 円 十億 百万 千 円 十億 百万 千 円

十億 百万 千 円 十億 百万

4 航 空 機
十億 百万 千 円

千 円 十億 百万 千 円

千 円

円

         4     411     675 7   000   000 
百万 千 円 十億 百万 千

2 機械及び装置
十億 百万 千 円 十億

3 船 舶
十億 百万 千 円 十億 百万

円

1 構 築 物
十億 百万 千 円

         1     800     520 690   000 

前年前に取得した もの ( イ ) 前年中に減少したもの(ロ) 前年中に取得したもの(ハ)
十億 百万

資産の種類
取 得 価 額

（屋号 ）

法人にあっ

てはその名

称及び代表

者の氏名
代表取締役　申告　太郎

千 円 十億 百万 千

（ふりがな） なごやしやくしょかぶしきがいしゃ

)０５２‐０００‐００００（電話名古屋市 港区 港明一丁目12番20号
所

有

者

(ふりがな） なごやし　　　　なかく　　さかえよんちょうめ１ばん８ごう

名古屋市 ささしま 市税事務所長
償却資産申告書（償 ( 港 区分）

又は納税通

知書送達先

1 住所 460-0008
名古屋市　中区　栄四丁目１番８号

2 氏名

名古屋市役所　株式会社

11 日 令和 4 年度令和 4 年 1 月

受付印

2  701 040

7   587 715

-10-



0 02 0 2 2 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0

市区町村内

における事

業所等資産

の所在地及

び家屋の所

有区分

特例該当資産あり　法附則第64条

※
課 税 標 準 額 （ト）

4.　廃業・解散・転出・合併等（　　　　　年　　　月　　　日）
3.　該当資産なし

記入不要
必ず記入）

点検※

処
理

欄

受付 カード あて名 Ｏ　Ｌ Ｂ　Ｔ

1.　資産増減あり 2.　増減なし
十億 百万 千 円

15   392   865 
17 備考(添付書類等)該当する項目を選んでください。

丸八リース株式会社有　・　無

十億
16 借用資産 貸主の名称等

十億 百万 千 円

千 円

11   411   675 

十億 百万 千 円

1   970   150 

百万 千 円

2   011   040 
十億 百万 千 円

②

港区港明一丁目12番20号
自己所有

借　　　家

自己所有

借　　　家

自己所有

借　　　家

計 ((イ)－(ロ)＋(ハ))　 (二) 15
①

十億 百万 千 円 ③

十億 百万

14 青 色 申 告
（電話 ０００-００００ )

13 税務会計上の償却方法 定額法 ・ 定率法

7
税理士等の

氏 名

償却　三郎

有 ・ 無

6
この申告に応

答する者の係

及 び 氏 名

12 特別償却又は圧縮記帳 有 ・ 無

（電話 ０００-００００ )

昭和４３ 年 4

経理係
申告 二郎

5
事 業 開 始
年 月

11 課 税 標 準 の 特 例 有 ・ 無月

8 短縮耐用年数の承認 有 ・ 無

（資本金等の額） （ 10 百万円)

3
個人番号又

は法人番号

却資産課税台帳）
※ 所 有 者 コ ー ド

4 事 業 種 目 鉄鋼業 9

10 非 課 税 該 当 資 産 有 ・ 無

増 加 償 却 の 届 出 有 ・ 無
８～１４ 

該当する方を〇で囲みます。 

短縮耐用年数…５ページ 

増加償却…６ページ 

非課税該当資産…８ページ 

を参照してください。 

１５．資産所在地 

申告する区の資産の所在地

を記入してください。 

自己所有と借家の区分につい

て、テナントで入居している場

合は借家に〇をつけてくださ

い。 

１６．借用資産 

借用（リース）資産の有無につ

いて該当する方を〇で囲み、

借用資産がある場合は、貸主

の名称を記入してください。 

課税標準の特例に該当する

資産を所有している方へ 

以下のように、特例資産があ

る旨と、該当する条項を記入

してください。 

（中小事業者等が新規取得し

た先端設備等の場合） 

「特例該当資産あり 法附則

第６４条」 

４．事業種目   

主たる事業種目を具体的に記入してください。 

法人の方は資本金又は出資金を記入してください。 

５．事業開始年月 

（個人の方）事業を開始した年月 

（法人の方）当該法人の設立年月 

６．この申告に応答する者の係名及び氏名   

申告の内容に関してのお問い合わせ先を必ず記入してください。 

１７．備考 

備考欄は１～４の該当する番号を〇で囲み、「４」に該当する方はその年月日を記入して 

ください。 

また、以下に該当する方は、余白に次のように記入してください。 

 ●相続した方              「△年△月 被相続人△△より相続」 

 ●事業承継した方           「×年×月 ××より事業承継」 

 ●合併等で社名変更した方     「◇年◇月 ◇◇と合併し社名変更」 

なお、課税標準の特例に該当する資産を所有する方は、右記を参考に記入してください。 

独自の様式で申告する方へ 

独自の様式で申告する場合は、

申告書右上に、本市からお送りす

る申告書に記載された所有者コ

ードを転記してください。 

また、お送りした申告書に二次元

コードの印字がある場合は、同封

してお送りください。ただし、電子

申告の方は不要です。 
二次元 

コード 
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1 4 5 6 7

80 81 82 83

2022 11 00000000000

小　　　　計

３　昭和　４　平成　５　令和

20 記入してください。

13

15
1 コンクリート塀 5

19
１７ページ以降の細目コード表を参考に

1 7

18

530 4

10

17
6 パソコン 5

16
2 鉄くず処理設備 5 37140 1

2 2

14

1540 1

13

12
6種計

6 ルームエアコン    5 7 3 5 4 3 3 0 1 4 28 6

10
6

09

事務机一式    5 7 3 5 3 2 2 0 284 63
1

11

08

6

07
2種計

06
2 鉄くず処理設備 4 28    5 7 3 5 2 7140 1

05

04

１種計

1 6

03

02
1 アスファルト舗装設備 5    5 7 3 5 1 1220 1

01
1 金属製フェンス 4

32 33       35 36 75

    5 7 3 5 0 2050 1

細目
管

理

減

免

年

号

102

17

数

量

取得年月

4 年度

所　有　者　コ　ー　ド 償　却　資　産　種　類

年 月

行

番

号

異

動

コ

ー

ド

資産番号

資

産

の

種

類

資産コード

資　　産　　の　　名　　称　　等

18 19 26 27 76 　　　 78 7928 31

港　区

令和

Ⅳ  種類別明細書の記入例

資産の減少 

「資産番号」、「資産の

種類」以外を二重線で

抹消してください。 

（１つの資産の一部が

減少した場合は「資産

の修正」で対応しま

す。） 

資産の修正 

修正する部分を二重線

で抹消し、上に修正後

の値を記入してくださ

い。 

※資産の一部が減少

する場合は、残った数

量と取得価額を上に記

入してください。 

※耐用年数に誤りがあ

る場合は、正しい耐用

年数を上に記入してく

ださい。 

資産の追加 

資産の種類、細目コー

ド、名称、数量、取得年

月、取得価額、耐用年

数を記入してください。 

＜作成時の注意事項＞ 

〇資産の減少や修正の記入の際に、訂正印は不要です。 

〇資産の名称は漢字、ひらがな、カタカナ、数字、アルファベット２０文字以内で記入してください。 

〇取得価額にはその資産を取得した際に要した手数料等の付随費用を含めてください。（５ページ参照） 

〇耐用年数は原則として法人税又は所得税の申告で用いるものと同じものを使用してください。（５ページ参照） 

〇（電算方式の方）価額及び課税標準額を記入してください。 

消さないでください。 
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96 97

別　明　細　書 所　　有　　者　　名
1 枚のう ち

名古屋市役所株式会社
1 枚　　目

摘要

率 コード

耐

用

年

数

減

価

残

存

率

価　　　　　額

課税標準

の 特 例
課税標準額

遡

及

年

取　　得　　価　　額

101 102

R3.9除却

増

加

事

由

84 95 98 100

690 000 10

1101 520 10

3

1
緑区から

移設

4
附則第

６４条

申告もれ

１　新品取得　２　中古品取得　３　移動による受け入れ　４　その他

1 800 520

80 000
8

4 411 675 5

4 411 675

475 000

15

5

235 000
6
4

240 000

4

6 687 195

900 520

7 000 000

1 655 150

電算方式の方は必ず記入してください。 

摘要の記入 

①資産の減少 

「〇年〇月除却」 

と記入してくださ

い。 

②申告もれ資産 

「申告もれ」と記入

してください。 

③特例該当資産 

「附則第６４条」の

ように適用する条

項を記入してくだ

さい。 

（附則第６４条は

中小事業者等が

新規取得した先端

設備等） 

④移設 

「〇〇から移設」 

と記入してくださ

い。 

新たに取得（受け入れ含む）した資

産は、増加事由を記入してください。 

令和４年度から、資産の名称等に

漢字が使用できるようになりました。 

記入不要です。 
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１ 償却資産の価格決定方法

国が定めた固定資産評価基準に基づいて個々の資産について算出した評価額が償却資産の「決定価格」です。 

以後、毎年この方法により計算し、取得価額の５％まで減価します。

減価残存率表 

耐用

年数 
1-減価率/2 1-減価率 

耐用

年数
1-減価率/2 1-減価率 

耐用

年数
1-減価率/2 1-減価率 

(年) 

0.658 0.316 

(年)  (年) 

 11 0.905 0.811 25 0.956 0.912 

２ 12 0.912 0.825 30 0.963 0.926 

３ 0.732 0.464 13 0.919 0.838 35 0.968 0.936 

４ 0.781 0.562 14 0.924 0.848 40 0.972 0.944 

５ 0.815 0.631 15 0.929 0.858 45 0.975 0.950 

６ 0.840 0.681 16 0.933 0.866 50 0.977 0.955 

７ 0.860 0.720 17 0.936 0.873 55 0.979 0.959 

８ 0.875 0.750 18 0.940 0.880 60 0.981 0.962 

９ 0.887 0.774 19 0.943 0.886 

10 0.897 0.794 20 0.945 0.891 

※固定資産評価基準の別表第１５の「耐用年数に応ずる減価率表」より作成しています。 

固定資産評価基準に定められた評価額の計算方法 

前年中に取得した資産 

評  価  額 ＝ 取 得 価 額 × （１ ― 減価率／２） 

※減価率／２の計算をして得た数値について、小数点以下第4位は四捨五入します。 

前年前に取得した資産 

評  価  額 ＝ 前年度の評価額 × （１ ― 減価率） 

【計 算 例】 

取得価額3,000,000円 、取得年月 令和３年５月 、耐用年数３年の資産の場合  

令和４年度 ＝ 3,000,000円 × 0.732 ＝ 2,196,000円 

令和５年度 ＝ 2,196,000円 × 0.464 ＝ 1,018,944円 

令和６年度 ＝ 1,018,944円 × 0.464 ＝  472,790円 

令和７年度 ＝  472,790円 × 0.464 ＝  219,374円 

令和８年度 ＝  219,374円 × 0.464 ＝  101,789円 ＜ 150,000円 

令和８年度で取得価額の５％（150,000円）を下回りますので、以降は150,000円になります。 

Ⅴ  償却資産の評価から納税まで 
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２ 納税義務者・課税標準額・免税点・税額

（１）納税義務者 

毎年１月１日現在の償却資産の所有者をいいます。 

（２）課税標準額 

毎年１月１日現在の資産の決定価格をいいます。 

ただし、課税標準の特例の規定が適用される場合は、その資産の決定価格に特例率をかけたものが課税標準額と

なります。 

（３）免税点 

同一区内の課税標準額の合計が、１５０万円未満の場合は課税されません。 

ただし、１５０万円未満であっても申告は必要です。 

（資産を共有している場合は、共有名義で税額の計算及び免税点の判定を行います。） 

（４）税 額 

税 額     ＝   課税標準額の合計   ×     税 率 

（１００円未満切捨）   （１,０００円未満切捨）     （１００分の１.４） 

３ 課税標準の特例について

地方税法第３４９条の３、３４９条の３の４、同法附則第１５条、第１５条の２及び第１５条の３等の規定により、一定の

要件を備える償却資産については、課税標準の特例が適用されます。 

詳しくは資産が所在する区を担当する市税事務所固定資産税課償却資産係までお問い合わせください。 

（例） 内航船舶、公共の危害防止用施設・設備、中小事業者等が新規取得した先端設備等 

４ 減免について

名古屋市市税減免条例等で定める要件を満たす資産をお持ちの方は、減免申請書を原則令和４年１月３１日

（月）までに資産が所在する区を担当する市税事務所固定資産税課償却資産係へ提出してください。 

５ 納税について

４月初旬に納税通知書と納付書を送付しますので、金融機関等で、納付をお願いします。納期は、１期（４月）、２

期（７月）、３期（１２月）、４期（翌年２月）の年４回です。 

（免税点未満の場合は納税通知書は送付されません。） 

◎固定資産税（償却資産）の納付は、便利な口座振替・自動払込みをご利用ください。 

口座振替のお申込みは、市内の金融機関の窓口で行うことができます。お申込みの際は、以下の①～③をご持参

ください。 

① 納税通知書又は領収書 

② 預貯金口座の口座番号がわかるもの 

③ 預貯金口座の届出印 

☆ 振替の開始は、お申込み月の翌々月以降の納期が目安となります。 

口座振替・自動払込みについてのお問い合わせ先 

名古屋市市税収納事務センター（財政局収納管理・特別徴収事務センター収納管理係） 

TEL：（052）957-6931（受付時間 月～金（祝休日除く。）8：45～17：15） 
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Ｑ１ なぜ申告しなければいけないのですか。 

Ａ１ 地方税法第３８３条において固定資産税の納税義務がある償却資産の所有者は、毎年1月1日現在における償

却資産について、当該償却資産の価格の決定に必要な事項を１月３１日までに当該償却資産の所在地の市町村長

に申告しなければならないと定められているためです。 

Ｑ２ 今回初めて償却資産申告書が送られてきましたが、なぜですか。 

Ａ２ 本市では、償却資産を所有している可能性のある方に対して、償却資産申告書をお送りしています。償却資産に該 

当する資産を所有していない場合は、該当資産がない旨の申告にご協力ください（Ｑ３を参照してください。）。 

Ｑ３ 償却資産申告書が届いたが申告すべき資産がありません。どうしたらよいですか。 

Ａ３ 償却資産に該当する資産を所有していない場合でも、「該当資産なし」として申告書の提出にご協力をお願いしてい 

ます。１０～１１ページの記入例を参考に、１７備考の欄に該当資産がない旨をご記入ください。 

Ｑ４ 今後も事業を続ける予定ですが、いつまで申告する必要がありますか。 

Ａ４ 本市では資産が所在する区ごとに申告書の作成をお願いしておりますので、資産が所在する区それぞれの償却資 

産申告書を作成してください。 

   なお、区ごとに区分する際は、区の誤りだけでなく、他市町村に所在する資産を混同しないようにご注意ください。 

Ｑ５ 償却資産申告書や納税通知書の送達先を変更したい。どうしたらよいですか。 

Ａ５ 償却資産申告書の住所欄の余白に、希望する送達先を記入してください。 

Ｑ６ ５年前に購入した、耐用年数が４年のパソコンを現在も使用していますが、耐用年数を超過して使用し 

ている資産は申告しなくてよいですか。 

Ａ６ 耐用年数を超過して使用している資産でも、事業の用に供している場合は、申告が必要です。 

Ｑ７ １台のパソコンを事業用と家庭用の両方に使用している場合、償却資産として申告する必要があります 

か。 

Ａ７ 事業の用に供する目的をもって所有され、本来事業の用に供しうる資産であれば償却資産に該当するとされていま 

す。そのため、そのほとんどを家庭用に使用している場合であっても、事業の用に供する目的をもって所有し、実際に 

使用している場合は、償却資産として申告が必要です。 

Ｑ１ なぜ申告しなければいけないのですか。 

Ｑ２ 今回初めて償却資産申告書が送られてきましたが、なぜですか。 

Ｑ３ 償却資産申告書が届いたが申告すべき資産がありません。どうしたらよいですか。 

Ｑ４ 名古屋市内の複数の区に資産を所有していますが、１枚の申告書に合算して申告することができますか。 

Ｑ５ 償却資産申告書や納税通知書の送達先を変更したい。どうしたらよいですか。 

Ｑ６ ５年前に購入した、耐用年数が４年のパソコンを現在も使用していますが、耐用年数を超過して使用している資

産は申告しなくてよいですか。 

Ｑ７ １台のパソコンを事業用と家庭用の両方に使用している場合、償却資産として申告する必要がありますか。 

Ⅵ  償却資産Ｑ＆Ａ 
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　　本市では、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）の別表の一部を
　もとに、資産管理を目的とした独自の細目コードを設定しています。その一覧表が細目コード表です。
　　なお、本細目コード表の耐用年数は国税の申告に使用した耐用年数に優先するものではありません。

　　平成２０年度税制改正において、減価償却資産の耐用年数等に関する省令の改正が行われ、耐用年数
　が大幅に変更されました。
　　それに伴い、本市では平成２０年度税制改正により耐用年数が変更になった資産につきまして、平成
　２０年１月１日以前に取得された資産と平成２０年１月２日以降に取得された資産に異なる細目コード
　を設定しており、本冊子には新しい細目コードを記載しています。
　　平成２０年１月１日以前に取得した資産の細目コードは、本市公式ウェブサイトに掲載しております
　｢細目コード表（税制改正による耐用年数変更対応表）｣をご確認ください（「償却資産　耐用年数」で
　検索可能です。）。本市公式ウェブサイトをご覧になれない方は、市税事務所にご連絡ください。

第１種　　構　　築　　物

種 細　目 耐用
類 コード 年数

鉄道業用又は軌 軌条及びその附属品 １ １０ ２０
道業用のもの まくら木 木製のもの １ ２０ ８

コンクリート製のもの １ ３０ ２０
金属製のもの １ ４０ ２０

分　岐　器 １ ５０ １５
通信線、信号線及び電灯電力線 １ ６０ ３０
信　号　機 １ ７０ ３０
電線支持物（電柱及び腕木を除く） １ １１０ ３０
木柱及び木塔（腕木を含む） 架空索道用のもの １ １２０ １５

その他のもの １ １３０ ２５
前掲以外のもの
  線路設備

軌道設備 道  床　 １ １４０ ６０
      その他のもの １ １５０ １６
　　 土工設備 １ １６０ ５７
　　　 橋りょう 鉄筋コンクリート造のもの １ １７０ ５０

鉄骨造のもの １ １８０ ４０
その他のもの １ １９０ １５

　　　 トンネル 鉄筋コンクリート造のもの １ ２００ ６０
れんが造のもの  １ ２１０ ３５
その他のもの １ ２２０ ３０

　その他のもの １ ２３０ ２１
停車場設備 １ ２４０ ３２

  電路設備
    鉄柱、鉄塔、コンクリート柱及びコンクリート塔 １ ２５０ ４５

踏切保安又は自動列車停止設備  １ ２６０ １２
    その他のもの １ ２７０ １９

その他のもの １ ２８０ ４０

構造又は用途 細　　　　　　　　　　目

第 １ 種 構築物 １７ページ

第 ２ 種 機械及び装置（建物附属設備） ２０ページ

第 ３ 種 船舶 ２３ページ

第 ５ 種 車両及び運搬具 ２４ページ

第 ６ 種 工具、器具及び備品 ２４ページ

＊＊＊ 掲載ページ ＊＊＊

１ 細目コード表について

２ 平成２０年度税制改正における耐用年数の改正について

Ⅶ 細目コード表
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種 細　目 耐用
類 コード 年数

その他の鉄道用 軌条及びその附属品並びにまくら木 １ ３１０ １５
又は軌道用のも 道    床 １ ３２０ ６０
の 土工設備 １ ３３０ ５０

橋りょう 鉄筋コンクリート造のもの １ ３４０ ５０
  鉄骨造のもの １ ３５０ ４０
  その他のもの １ ３６０ １５
トンネル 鉄筋コンクリート造のもの １ ３７０ ６０
  れんが造のもの １ ３８０ ３５

 その他のもの １ ３９０ ３０
その他のもの １ ４００ ３０

発電用又は送配 小水力発電用のもの（農山漁村電気導入促進法に基づき建設したものに限る） １ ５１０ ３０
電用のもの その他の水力発電用のもの（貯水池、調整池及び水路に限る） １ ５２０ ５７

汽力発電用のもの（岸壁、さん橋、堤防、防波堤、煙突その他汽力発電用の
ものをいう） １ ５３０ ４１
送電用のもの 地中電線路 １ ５４０ ２５
  塔、柱、がい子、送電線、地線及び添架電話線 １ ５５０ ３６
配電用のもの 鉄塔及び鉄柱 １ ５６０ ５０
  鉄筋コンクリート柱 １ ５７０ ４２

 木  柱 １ ５８０ １５
 配電線 １ ５９０ ３０
 引込線 １ ６００ ２０
 添架電話線 １ ６１０ ３０
 地中電線路 １ ６２０ ２５

電気通信事業用 通信ケーブル 光ファイバー製のもの １ ６３０ １０
のもの その他のもの １ ６４０ １３

地中電線路 １ ６５０ ２７
その他の線路設備 １ ６６０ ２１

放送用又は無線 鉄塔及び鉄柱 円筒空中線式のもの １ ７１０ ３０
通信用のもの   その他のもの １ ７２０ ４０

鉄筋コンクリート柱 １ ７３０ ４２
木塔及び木柱 １ ７４０ １０
アンテナ １ ７５０ １０
接地線及び放送用配線 １ ７６０ １０

農林業用のもの 主としてコンクリート造、れんが造、石造又はブロック造のもの
果樹棚又はホップ棚 １ ２９１０ １４  ※

　　 その他のもの １ ２９２０ １７  ※
主として金属造のもの 斜降索道設備 １ ３０１０ １４  ※
　　　 その他のもの １ ３０２０ １４  ※
主として木造のもの １ ３１１０ ５  ※
土管を主としたもの １ ３２１０ １０  ※
その他のもの １ ３３１０ ８  ※

広告用のもの 金属造のもの １ ８１０ ２０
その他のもの １ ８２０ １０

競技場用、運動 スタンド 主として鉄骨鉄筋コンクリート造又は鉄筋コ
場用、遊園地用   ンクリート造のもの １ ９１０ ４５
又は学校用のも  主として鉄骨造のもの １ ９２０ ３０

の 主として木造のもの １ ９３０ １０

競輪場用競走路 コンクリート敷のもの １ ９４０ １５
その他のもの １ ９５０ １０

ネット設備 １ ９６０ １５
野球場、陸上競技場、ゴルフコースその他のスポーツ場の排水その他の土工
施設 １ ９７０ ３０
水泳プール １ ９８０ ３０

競技場用、運動 その他のもの
場用、遊園地用 児童用のもの すべり台、ぶらんこ、ジャングルジムその他
又は学校用のも   の遊戯用のもの １ ９９０ １０

の その他のもの １ １０００ １５
その他のもの 主として木造のもの １ １０１０ １５

その他のもの １ １０２０ ３０
緑化施設及び庭 工場緑化施設 １ １１００ ７
園 その他の緑化施設及び庭園（工場緑化施設に含まれるものを除く） １ １１１０ ２０

構造又は用途 細　　　　　　　　　　目
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種 細　目 耐用
類 コード 年数

舗装道路及び舗 コンクリート敷、ブロック敷、れんが敷又は石敷のもの １ １２１０ １５
装路面 アスファルト敷又は木れんが敷のもの １ １２２０ １０

ビチューマルス敷のもの １ １２３０ ３
鉄骨鉄筋コンク 橋 １ １３３０ ６０
リート造又は鉄 岸壁、さん橋、防壁（爆発物用のものを除く）、堤防、防波堤、塔、やぐら、
筋コンクリート 上水道、水そう及び用水用ダム １ １３４０ ５０
造のもの（前掲 乾ドック １ １３５０ ４５
のものを除く） サイロ １ １３６０ ３５

下水道、煙突及び焼却炉 １ １３７０ ３５
高架道路、製塩用ちんでん池、飼育場及びへい １ １３８０ ３０
爆発物用防壁及び防油堤 １ １３９０ ２５
造船台 １ １４００ ２４
放射性同位元素の放射線を直接受けるもの １ １４１０ １５
その他のもの １ １４２０ ６０

コンクリート造 やぐら及び用水池 １ １５１０ ４０
又はコンクリー サイロ １ １５２０ ３４
トブロック造の 岸壁、さん橋、防壁（爆発物用のものを除く）、堤防、防波堤、トンネル、
もの（前掲のも 上水道及び水そう １ １５３０ ３０
のを除く） 下水道、飼育場及びへい １ １５４０ １５

爆発物用防壁 １ １５５０ １３
引湯管 １ １５６０ １０
鉱業用廃石捨場 １ １５７０ ５
その他のもの １ １５８０ ４０

れんが造のもの 防壁（爆発物用のものを除く）、堤防、防波堤及びトンネル １ １６１０ ５０
（前掲のものを 煙突、煙道、焼却炉、へい及び爆発物用防壁
除く） 塩素、クロールスルホン酸その他の著しい腐食性を有する

気体の影響を受けるもの １ １６２０ ７
その他のもの １ １６３０ ２５

その他のもの １ １６４０ ４０
石造のもの 岸壁、さん橋、防壁（爆発物用のものを除く）、堤防、防波堤、上水道及び
（前掲のものを 用水池 １ １７１０ ５０
除く） 乾ドック １ １７２０ ４５

下水道、へい及び爆発物用防壁 １ １７３０ ３５
その他のもの １ １７４０ ５０

土造のもの 防壁（爆発物用のものを除く）、堤防、防波堤及び自動車道 １ １８１０ ４０
（前掲のものを 上水道及び用水池 １ １８２０ ３０
除く） 下水道 １ １８３０ １５

へい １ １８４０ ２０
爆発物用防壁及び防油堤 １ １８５０ １７
その他のもの １ １８６０ ４０

金属造のもの 橋（はね上げ橋を除く） １ １９１０ ４５
（前掲のものを はね上げ橋及び鋼矢板岸壁 １ １９２０ ２５
除く） サイロ １ １９３０ ２２

送配管 鋳鉄製のもの １ １９４０ ３０
鋼鉄製のもの １ １９５０ １５

ガス貯そう 液化ガス用のもの １ １９６０ １０
その他のもの １ １９７０ ２０

金属造のもの 薬品貯そう 塩酸、ふっ酸、発煙硫酸、濃硝酸その他の発煙
（前掲のものを 性を有する無機酸用のもの １ １９８０ ８
除く） 有機酸用又は硫酸、硝酸その他前掲のもの以外

の無機酸用のもの １ １９９０ １０
アルカリ類用、塩水用、アルコール用その他の
もの １ ２０００ １５

水そう及び油そう 鋳鉄製のもの １ ２０１０ ２５
鋼鉄製のもの １ ２０２０ １５

浮きドック １ ２０３０ ２０
飼育場 １ ２０４０ １５
つり橋、煙突、焼却炉、打込み井戸、へい、街路灯及びガードレール １ ２０５０ １０
露天式立体駐車設備 １ ２０５５ １５  ※
その他のもの １ ２０６０ ４５

構造又は用途 細　　　　　　　　　　目
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種 細　目 耐用
類 コード 年数

合成樹脂造のも
の（前掲のもの 1 ２１１０ １０
を除く）
木造のもの 橋、塔、やぐら及びドック １ ２２１０ １５
（前掲のものを 岸壁、さん橋、防壁、堤防、防波堤、トンネル、水そう、引湯管及びへい １ ２２２０ １０
除く） 飼育場 １ ２２３０ ７

その他のもの １ ２２４０ １５
前掲のもの以外 主として木造のもの
のもの及び前掲
の区分によらな その他のもの
いもの

槽、塔、水路、貯水池その他のもの
鉄骨鉄筋コンクリート造、鉄筋コンクリート造又は石造のもの １ ２７３０
れんが造のもの １ ２７４０
コンクリート造、金属造又は土造のもの １ ２７５０
木造又は合成樹脂造のもの １ ２７６０

槽、塔、水路及び貯水池
鉄骨鉄筋コンクリート造、鉄筋コンクリート造又は石造のもの １ ２８６０
れんが造のもの １ ２８７０
コンクリート造又は金属造のもの １ ２８８０

煙突（高さが７０メートル以上のものに限る）
鉄筋コンクリート造のもの １ ２８９０
金属造のもの １ ２９００

風どう、試験水そう及び防壁 １ ３４１０ ５
ガス又は工業薬品貯そう、アンテナ、鉄塔及び特殊用途に使用するもの １ ３４２０ ７
木製主要柱が１０センチメートル角以下のもので土居ぶき、杉皮ぶき、ルー
フィングぶき又はトタンぶきのもの
掘立造のもの及び仮設のもの １ ３５２０ ７

※は、平成２０年度税制改正で新設された資産、または耐用年数が変更された資産です。

第２種　　機械及び装置（建物附属設備）

種 細　目 耐用
類 コード 年数

電気設備（照明設備を含む） 蓄電池電源設備 ２ ４０１０ ６
その他のもの ２ ４０２０ １５

給排水又は衛生設備及びガス設備 ２ ４１１０ １５
冷房、暖房、通風又はボイラー設備 冷暖房設備（冷凍機の出力が22キロワッ

ト以下のもの）
その他のもの ２ ４２２０ １５

昇降機設備 エレベーター ２ ４３１０ １７
エスカレーター ２ ４３２０ １５

消火、排煙又は災害報知設備及び格納式避難設備 ２ ４４００ ８
エヤーカーテン又はドアー自動開閉設備 ２ ４５１０ １２
アーケード又は日よけ設備 主として金属製のもの ２ ４６１０ １５

その他のもの ２ ４６２０ ８
店用簡易装備 ２ ４７１０ ３
可動間仕切り 簡易なもの ２ ４７２０ ３

その他のもの ２ ４７３０ １５
テナントの方が施工された上記以外の特定附帯設備 ２ ４８２９ ※
前掲のもの以外のもの及び前掲の区分によらないも 主として金属製のもの ２ ４８１０ １８
の その他のもの ２ ４８２０ １０
※特定附帯設備の耐用年数は、法人税または所得税の申告で用いるものと同じ耐用年数を使用してください。

種 細　目 耐用
類 コード 年数

食料品製造業用設備 ２ ７０１０ １０
飲料、たばこ又は飼料製造業用設備 ２ ７０２０ １０
繊維工業用設備 炭素繊維製造設備 黒鉛化炉 ２ ７０３０ ３

その他の設備 ２ ７０３１ ７
その他の設備 ２ ７０３２ ７

※

１８ ※

構　造　又　は　用　途 細　　　　　目

設　備　の　種　類 細　　　　目

種　類 細　　　　　　　　　　目

旧別表第５
汚水処理用
減価償却資産

旧別表第６
ばい煙処理用
減価償却資産

開発研究用
減価償却資産

簡 易 建 物 １

１ ２３１０ １５

１ ２３２０ ５０

３５１０ １０

１８

２ ４２１０ １３

-20-



種 細　目 耐用
類 コード 年数

木材又は木製品（家具を除く）製造業用設備 ２ ７０４０ ８
家具又は装備品製造業用設備　 ２ ７０５０ １１
パルプ、紙又は紙加工品製造業用設備 ２ ７０６０ １２
印刷業又は印刷関連業用設備 デジタル印刷システム設備 ２ ７０７０ ４

製本業用設備 ２ ７０７１ ７
新聞業用設備

モノタイプ、写真又は通信設備 ２ ７０７２ ３
その他の設備 ２ ７０７３ １０

その他の設備 ２ ７０７４ １０
化学工業用設備 臭素、よう素又は塩素、臭素若しくはよう素

化合物製造設備
塩化りん製造設備 ２ ７０８１ ４
活性炭製造設備 ２ ７０８２ ５
ゼラチン又はにかわ製造設備 ２ ７０８３ ５
半導体用フォトレジスト製造設備 ２ ７０８４ ５
フラットパネル用カラーフィルター、偏光板
又は偏光板用フィルム製造設備
その他の設備 ２ ７０８６ ８

石油製品又は石炭製品製造業用設備 ２ ７０９０ ７
プラスチック製品製造業用設備（他の号に掲
げるものを除く）
ゴム製品製造業用設備 ２ ７１１０ ９
なめし革、なめし革製品又は毛皮製造業用設
備
窯業又は土石製品製造業用設備　 ２ ７１３０ ９
鉄鋼業用設備 表面処理鋼材若しくは鉄粉製造業又は鉄スク

ラップ加工処理業用設備
純鉄、原鉄、ベースメタル、フェロアロイ、
鉄素形材又は鋳鉄管製造業用設備
その他の設備 ２ ７１４２ １４

非鉄金属製造業用設備 核燃料物質加工設備 ２ ７１５０ １１
その他の設備 ２ ７１５１ ７

金属製品製造業用設備 金属被覆及び彫刻業又は打はく及び金属製ネ
ームプレート製造業用設備
その他の設備 ２ ７１６１ １０

はん用機械器具（はん用性を有するもので、
他の器具及び備品並びに機械及び装置に組み
込み、又は取り付けることによりその用に供 ２ ７１７０ １２
されるものをいう）製造業用設備（第２０号
及び第２２号に掲げるものを除く）
生産用機械器具（物の生産の用に供されるも 金属加工機械製造設備 ２ ７１８０ ９
のをいう）製造業用設備（次号及び第２１号 その他の設備
に掲げるものを除く）
業務用機械器具（業務用又はサービスの生産
の用に供されるもの（これらのものであつて
物の生産の用に供されるものを含む）をい ２ ７１９０ ７
う）製造業用設備（第１７号、第２１号及び
第２３号に掲げるものを除く）
電子部品、デバイス又は電子回路製造業用設 光ディスク(追記型又は書換え型のものに限
備 る。）製造設備

プリント配線基板製造設備 ２ ７２０１ ６
フラットパネルディスプレイ、半導体集積回
路又は半導体素子製造設備
その他の設備 ２ ７２０３ ８

電気機械器具製造業用設備 ２ ７２１０ ７
情報通信機械器具製造業用設備 ２ ７２２０ ８
輸送用機械器具製造業用設備 ２ ７２３０ ９
その他の製造業用設備 ２ ７２４０ ９
農業用設備 ２ ７２５０ ７
林業用設備 ２ ７２６０ ５
漁業用設備（次号に掲げるものを除く） ２ ７２７０ ５

設　備　の　種　類 細　　　　目

２

２

２ ７０８５ ５

２ ７１００ ８

７０８０ ５

２ ７１４１ ９

２ ７１６０ ６

２ ７１２０ ９

２ ７１４０ ５

７２０２ ５

２ ７１８１ １２

２ ７２００ ６
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種 細　目 耐用
類 コード 年数

水産養殖業用設備 ２ ７２８０ ５
鉱業、採石業又は砂利採取業用設備 石油又は天然ガス鉱業用設備

坑井設備 ２ ７２９０ ３
掘さく設備 ２ ７２９１ ６
その他の設備 ２ ７２９２ １２

その他の設備 ２ ７２９３ ６
総合工事業用設備 ２ ７３００ ６
電気業用設備 電気業用水力発電設備 ２ ７３１０ ２２

その他の水力発電設備 ２ ７３１１ ２０
汽力発電設備 ２ ７３１２ １５
内燃力又はガスタービン発電設備 ２ ７３１３ １５
送電又は電気事業用変電若しくは配電設備

需要者用計器 ２ ７３１４ １５
柱上変圧器 ２ ７３１５ １８
その他の設備 ２ ７３１６ ２２

鉄道又は軌道業用変電設備 ２ ７３１７ １５
その他の設備 主として金属製のもの ２ ７３１８ １７

その他のもの ２ ７３１９ ８
ガス業用設備 製造用設備 ２ ７３２０ １０

供給用設備 鋳鉄製導管 ２ ７３２１ ２２
鋳鉄製導管以外の導管 ２ ７３２２ １３
需要者用計量器 ２ ７３２３ １３
その他の設備 ２ ７３２４ １５

その他の設備 主として金属製のもの ２ ７３２５ １７
その他のもの ２ ７３２６ ８

熱供給業用設備 ２ ７３３０ １７
水道業用設備 ２ ７３４０ １８
通信業用設備 ２ ７３５０ ９
放送業用設備 ２ ７３６０ ６
映像、音声又は文字情報制作業用設備 ２ ７３７０ ８
鉄道業用設備 自動改札装置 ２ ７３８０ ５

その他の設備 ２ ７３８１ １２
道路貨物運送業用設備 ２ ７３９０ １２
倉庫業用設備 ２ ７４００ １２
運輸に附帯するサービス業用設備 ２ ７４１０ １０
飲食料品卸売業用設備 ２ ７４２０ １０
建築材料、鉱物又は金属材料等卸売業用設備 石油又は液化石油ガス卸売用設備（貯そうを

除く）
その他の設備 ２ ７４３１ ８

飲食料品小売業用設備 ２ ７４４０ ９
その他の小売業用設備 ガソリン又は液化石油ガススタンド設備 ２ ７４５０ ８

その他の設備 主として金属製のもの ２ ７４５１ １７
その他のもの ２ ７４５２ ８

技術サービス業用設備（他の号に掲げるもの 計量証明業用設備 ２ ７４６０ ８
を除く） その他の設備 ２ ７４６１ １４
宿泊業用設備 ２ ７４７０ １０
飲食店用設備 ２ ７４８０ ８
洗濯業、理容業、美容業又は浴場業用設備 ２ ７４９０ １３
その他の生活関連サービス業用設備 ２ ７５００ ６
娯楽業用設備 映画館又は劇場用設備 ２ ７５１０ １１

遊園地用設備 ２ ７５１１ ７
ボウリング場用設備 ２ ７５１２ １３
その他の設備 主として金属製のもの ２ ７５１３ １７

その他のもの ２ ７５１４ ８
教育業（学校教育業を除く）又は学習支援業 教習用運転シミュレータ設備 ２ ７５２０ ５
用設備 その他の設備 主として金属製のもの ２ ７５２１ １７

その他のもの ２ ７５２２ ８
自動車整備業用設備 ２ ７５３０ １５
その他のサービス業用設備 ２ ７５４０ １２

設　備　の　種　類 細　　　　目

２ ７４３０ １３
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種 細　目 耐用
類 コード 年数

前掲の機械及び装置以外のもの並びに前掲の 機械式駐車設備 ２ ７５５０ １０
区分によらないもの その他の設備 主として金属製のもの ２ ７５５１ １７

その他のもの ２ ７５５２ ８
旧別表第５　汚水処理用減価償却資産 機械及び装置 ２ ４９１０

機械及び装置（金属製のもので、機械及び装
旧別表第６　ばい煙処理用減価償却資産 置と一体と認められる排気管及び放出筒を含 ２ ５０１０

む。）
建物の全部又は一部を低温室、恒温室、無響
室、電磁しゃへい室、放射性同位元素取扱室
その他の特殊室にするために特に施設した内
部造作又は建物附則設備
汎用ポンプ、汎用モーター、汎用金属工作機
械、汎用金属加工機械その他これらに類する ２ ６６２０ ７
もの
その他のもの ２ ６６３０ ４

※は、平成２０年度税制改正で新設された資産、または耐用年数が変更された資産です。

第３種　　船　　舶

種 細　目 耐用
類 コード 年数

船舶法第４条から第１９条までの適用を受け
る鋼船

漁船 総トン数が５００トン以上のもの ３ １０ １２
総トン数が５００トン未満のもの ３ ２０ ９

油そう船 総トン数が２，０００トン以上のもの ３ ３０ １３
総トン数が２，０００トン未満のもの ３ ４０ １１

薬品そう船 ３ ５０ １０
その他のもの 総トン数が２，０００トン以上のもの ３ ６０ １５

総トン数が２，０００トン未満のもの
しゅんせつ船及び砂利採取船 ３ ７０ １０
カーフェリー ３ ８０ １１
その他のもの ３ ９０ １４

船舶法第４条から第１９条までの適用を受け
る木船

漁船 ３ １００ ６
薬品そう船 ３ １１０ ８
その他のもの ３ １２０ １０

船舶法第４条から第１９条までの適用を受け
る軽合金船（他の項に掲げるものを除く）
船舶法第４条から第１９条までの適用を受け
る強化プラスチック船
船舶法第４条から第１９条までの適用を受け
る水中翼船及びホバークラフト
その他のもの

鋼船 しゅんせつ船及び砂利採取船 ３ １６０ ７
発電船及びとう載漁船 ３ １７０ ８
ひき船 ３ １８０ １０
その他のもの ３ １９０ １２

木船 とう載漁船 ３ ２００ ４
しゅんせつ船及び砂利採取船 ３ ２１０ ５
動力漁船及びひき船 ３ ２２０ ６
薬品そう船 ３ ２３０ ７
その他のもの ３ ２４０ ８

その他のもの モーターボート及びとう載漁船 ３ ２５０ ４
その他のもの ３ ２６０ ５

 ※

構　造　又　は　用　途 細　　　　目

開発研究用減価償却資産

２ ６６１０

設　備　の　種　類 細　　　　目

５

５

３

３

３

１３０

１４０

１５０

９

７

８
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第５種　　車両及び運搬具

種 細　目 耐用
類 コード 年数

鉄道用又は軌道用車両 電気又は蒸気機関車 ５ １０ １８
（架空索道用搬器を含 電　　車 ５ ２０ １３
む） 内燃動車（制御車及び附随車を含む） ５ ４０ １１

貨　　車 高圧ボンベ車及び高圧タンク車 ５ ５０ １０
薬品タンク車及び冷凍車 ５ ６０ １２
その他のタンク車及び特殊構造車 ５ ７０ １５
その他のもの ５ ８０ ２０

線路建設保守用工作車 ５ ９０ １０
鋼索鉄道用車両 ５ １００ １５
架空索道用搬器 閉鎖式のもの ５ １１０ １０

その他のもの ５ １２０ ５
無軌条電車 ５ １３０ ８
その他のもの ５ １４０ ２０

運送事業用、貸自動車
業用又は自動車教習所
用の車両及び運搬具
（前掲のものを除く）
前掲のもの以外のもの 自転車 ５ ４７０ ２

鉱山用人車、炭車、鉱車及び台車 金属製のもの ５ ４８０ ７
その他のもの ５ ４９０ ４

フォークリフト ５ ５００ ４
トロッコ 金属製のもの ５ ５１０ ５

その他のもの ５ ５２０ ３
その他のもの 自走能力を有するもの ５ ５３０ ７

その他のもの ５ ５４０ ４
※償却資産（固定資産税）の対象となる大型特殊自動車は、ナンバープレートの分類番号が「0」又は「9」で始ま
る車両です。

第６種　　工具、器具及び備品

種 細　目 耐用
類 コード 年数

測定工具及び検査工具
（電気又は電子を利用 ６ １０ ５
するものを含む）
治具及び取付工具 ６ ２０ ３
ロール 金属圧延用のもの ６ ３０ ４

なつ染ロール、粉砕ロール、混練ロールその他のもの ６ ４０ ３
型（型枠を含む）、鍛 プレスその他の金属加工用金型、合成樹脂、ゴム又はガラス成型用
圧工具及び打抜工具 金型及び鋳造用型

その他のもの ６ ６０ ３
切削工具 ６ ７０ ２
金属製柱及びカッペ ６ ８０ ３
活字及び活字に常用さ 購入活字（活字の形状のまま反復使用するものに限る） ６ ９０ ２
れる金属 自製活字及び活字に常用される金属 ６ １００ ８
前掲のもの以外のもの 白金ノズル ６ １１０ １３

その他のもの ６ １２０ ３
前掲の区分によらない 白金ノズル ６ １３０ １３
もの その他の主として金属製のもの ６ １４０ ８

その他のもの ６ １５０ ４

構造又は用途 細　　　　目

構造又は用途 細　　　　目

自転車及びリヤカー

被けん引車その他のもの

５ ３５０ ２

５ ３６０ ４

６ ５０ ２
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種 細　目 耐用
類 コード 年数

家具、電気機器、ガス 事務机、事務いす及びキャビネット
機器及び家庭用品（他 主として金属製のもの ６ ２１０ １５
の項に掲げるものを除 その他のもの ６ ２２０ ８
く） 応接セット 接客業用のもの ６ ２３０ ５

その他のもの ６ ２４０ ８
ベッド ６ ２５０ ８
児童用机及びいす ６ ２６０ ５
陳列だな及び陳列ケース 冷凍機付又は冷蔵機付のもの ６ ２７０ ６

その他のもの ６ ２８０ ８
その他の家具 接客業用のもの ６ ２９０ ５

その他のもの
主として金属製のもの ６ ３００ １５
その他のもの ６ ３１０ ８

ラジオ、テレビジョン、テープレコーダーその他の音響機器 ６ ３２０ ５
冷房用又は暖房用機器 ６ ３３０ ６
電気冷蔵庫、電気洗濯機その他これらに類する電気又はガス機器 ６ ３４０ ６
氷冷蔵庫及び冷蔵ストッカー（電気式のものを除く） ６ ３５０ ４
カーテン、座ぶとん、寝具、丹前その他これらに類する繊維製品 ６ ３６０ ３
じゅうたんその他の床用敷物

小売業用、接客業用、放送用、レコード吹込用
又は劇場用のもの ６ ３７０ ３
その他のもの ６ ３９０ ６

室内装飾品 主として金属製のもの ６ ４００ １５
その他のもの ６ ４１０ ８

食事又はちゅう房用品 陶磁器製又はガラス製のもの ６ ４２０ ２
その他のもの ６ ４３０ ５

その他のもの 主として金属製のもの ６ ４４０ １５
その他のもの ６ ４５０ ８

事務機器及び通信機器 謄写機器及びタイプライター 孔版印刷又は印書業用のもの ６ ５１０ ３
その他のもの ６ ５２０ ５

事務機器及び通信機器 電子計算機
　　 パソコン（サーバー用のものを除く） ６ ５３０ ４ ＊

その他のコンピューター ６ ５３２ ５ ＊
複写機、計算機（電子計算機を除く）、金銭登録機、タイムレコー
ダーその他これらに類するもの
その他の事務機器 ６ ５５０ ５
テレタイプライター及びファクシミリ ６ ５６０ ５
インターホーン及び放送用設備 ６ ５７０ ６
電話設備その他の通信機器 デジタル構内交換設備及びデジタル

ボタン電話設備
その他のもの ６ ５９０ １０

時計、試験機器及び測 時　　計 ６ ６１０ １０
定機器 度量衡器 ６ ６２０ ５

試験又は測定機器 ６ ６３０ ５
光学機器及び写真製作 オペラグラス ６ ７１０ ２
機器 カメラ、映画撮影機、映写機及び望遠鏡 ６ ７２０ ５

引伸機、焼付機、乾燥機、顕微鏡その他の機器 ６ ７３０ ８
看板及び広告器具 看板、ネオンサイン及び気球 ６ ８１０ ３

マネキン人形及び模型 ６ ８２０ ２
その他のもの 主として金属製のもの ６ ８３０ １０

その他のもの ６ ８４０ ５
容器及び金庫 ボンベ 溶接製のもの ６ ９１０ ６

鍛造製のもの 塩素用のもの ６ ９２０ ８
その他のもの ６ ９３０ １０

ドラムかん、コンテナーその他の容器
大型コンテナー（長さが６メートル以上のものに限る） ６ ９４０ ７
その他のもの 金属製のもの ６ ９５０ ３

その他のもの ６ ９６０ ２
金庫 手さげ金庫 ６ ９７０ ５

その他のもの ６ ９８０ ２０
＊は、平成１３年度税制改正で耐用年数が変更された資産です。

６

構造又は用途 細　　　　目

５４０ ５

６ ５８０ ６
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種 細　目 耐用
類 コード 年数

理容又は美容機器 ６ １０１０ ５
医療機器 消毒殺菌用機器 ６ １０７０ ４

手術機器 ６ １０８０ ５
血液透析又は血しょう交換用機器 ６ １０９０ ７
ハバードタンクその他の作動部分を有する機能回復訓練機器 ６ １１００ ６
調剤機器 ６ １１５０ ６
歯科診療用ユニット ６ １１６０ ７
光学検査機器 ファイバースコープ ６ １１７０ ６

その他のもの ６ １１８０ ８
その他のもの

レントゲンその他の電子装置を使用する機器
移動式のもの、救急医療用のもの
及び自動血液分析器 ６ １２３０ ４
その他のもの ６ １２４０ ６

その他のもの 陶磁器製又はガラス製のもの ６ １２５０ ３
主として金属製のもの ６ １２６０ １０
その他のもの ６ １２７０ ５

娯楽又はスポーツ器具 たまつき用具 ６ １３１０ ８
及び興行又は演劇用具 パチンコ器、ビンゴ器その他これらに類する球戯用具及び射的用具 ６ １３２０ ２

ご、しょうぎ、まあじゃん、その他の遊戯具 ６ １３３０ ５
スポーツ具 ６ １３４０ ３
劇場用観客いす ６ １３５０ ３
どんちょう及び幕 ６ １３６０ ５
衣しょう、かつら、小道具及び大道具 ６ １３７０ ２

娯楽又はスポーツ器具 その他のもの 主として金属製のもの ６ １３８０ １０
及び興行又は演劇用具 その他のもの ６ １３９０ ５
生　物 植　　物 貸付業用のもの ６ １４１０ ２

その他のもの ６ １４２０ １５
動　　物 魚　類 ６ １４３０ ２

鳥　類 ６ １４４０ ４
その他のもの ６ １４５０ ８

前掲のもの以外のもの 映画フィルム（スライドを含む）、磁気テープ及びレコード ６ １５１０ ２
シート及びロープ ６ １５２０ ２
きのこ栽培用ほだ木
＜平成20年1月1日以前取得＞ 生しいたけ栽培用のもの ６ １５２５ ３  ※

その他のもの ６ １５２６ ３  ※
＜平成20年1月2日以降取得＞ きのこ栽培用ほだ木 ６ １５２７ ３  ※

漁　　具 ６ １５３０ ３
葬儀用具 ６ １５４０ ３
楽　　器 ６ １５５０ ５
自動販売機（手動のものを含む） ６ １５６０ ５
焼却炉 ６ １５７０ ５
無人駐車管理装置 ６ １５７５ ５  ※
その他のもの 主として金属製のもの ６ １５８０ １０

その他のもの ６ １５９０ ５
前掲する資産のうち、 主として金属製のもの ６ １６１０ １５
当該資産について定め
られている前掲の耐用
年数によるもの以外の その他のもの ６ １６２０ ８
もの及び前掲の区分に
よらないもの

工具 ６ １８１０ ４
試験又は測定機器、計算機器、撮影機及び顕微鏡 ６ １８２０ ４

※は、平成２０年度税制改正で新設された資産、または耐用年数が変更された資産です。

開発研究用
減価償却資産

構造又は用途 細　　　　目
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本市では、地方税法第３５３条及び第４０８条に基づき、減価償却資産明細書（固定資産台帳）の

写しの提出をお願いし、申告内容と照合する調査を行っております。調査の際は提出のお願いの文書

をお送りしますので、ご協力をお願いします。

また、地方税法第３５４条の２に基づき、所得税又は法人税に関する書類について調査を行うことが

あります。調査の結果、償却資産をお持ちと思われる方には償却資産申告書をお送りしますので、提出

をお願いします。

必要に応じて実地調査を実施する場合がございますが、その際は事前に連絡いたします。

調査により申告もれの資産が判明した場合は、５年を限度として資産を取得された年の翌年度まで

遡及して課税されます。この場合、過年度分につきましては、通常の納期とは異なり納期は１回となり

ますのでご留意ください。

（調査への協力のお願い）

本市では、ＬＩＮＥの公式アカウントを運営し、市政に関する様々な情報を発信しています。

また、税金を始めとした市政に関する簡単なお問い合わせについて、24時間365日回答しています。

ぜひご登録のうえ、ご利用ください。

< IDで登録する方 ＞ < 二次元コードで登録する方 ＞

本市を含む政令指定都市及び人口 30 万人以上の市等では、都市環境の整備や改善に要する費用に充てるため

の目的税として事業所税が課税されますので、下表のとおり事業所税のあらましをご案内します。 

納税義務者 市内において事業を行っている方 

免税点 

資 産割：市内の事業所床面積の合計が1,000㎡以下

従業者割：市内の従業者数の合計が100人以下

※法人の場合は事業年度の末日、個人の場合は12月31日

現在で判定します。 

課税標準と税率 
資 産割：市内の事業所床面積（㎡）×600円（税率） 

従業者割：市内の従業者給与総額（円）×0.25％（税率） 

申告納付期限  
法人の場合：事業年度終了後2か月以内

個人の場合：翌年3月15日

（注１） 本市では、市内の事業所床面積が800㎡以上1,000㎡以下又は市内の従業者数の合計が80人以上100

人以下の方は、課税になりませんが申告書のみ提出していただきます。 

（注２） 申告期限までに申告がない場合には不申告加算金が、申告した税額が過少であった場合には 

過少申告加算金が課される場合があります。 

事業所税の申告書の提出や申告についてのお問い合わせは、栄市税事務所市民税課事業所税係（TEL：

(052)959-3306）へお願いします。 

（事業所税のお知らせ） 

（名古屋市公式ＬＩＮＥのお知らせ）
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償却資産（固定資産税）についてのお問い合わせや申告書の提出などは、資産が所在する区を担当する市

税事務所固定資産税課償却資産係へお願いします。 

なお、償却資産申告書は資産が所在する区ごとに作成し、区名を記載の上ご提出ください。 

資産が所在する区 担当する市税事務所 

千種区 東 区 

北 区 中 区 

守山区 名東区 

栄市税事務所 

固定資産税課償却資産係 

〒461-8626  

名古屋市東区東桜一丁目１３番３号 

（ＮＨＫ名古屋放送センタービル８階） 

TE L  (052)959-3309 

FAX  (052)959-3319 地下鉄栄駅 ４Ａ番出口から４００メートル 

西 区 中村区 

中川区 港 区

ささしま市税事務所 

固定資産税課償却資産係 

〒450-8626 

名古屋市中村区名駅南一丁目２７番２号 

（日本生命笹島ビル８階） 

TEL  (052)588-8009 

FAX  (052)588-8019 笹 島 交 差 点 か ら １ ０ ０ メ ー ト ル

昭和区 瑞穂区 

熱田区 南 区 

緑 区 天白区 

金山市税事務所 

固定資産税課償却資産係 

〒460-8626 

名古屋市中区正木三丁目５番３３号 

（名鉄正木第一ビル） 

TE L  (052)324-9809 

FAX  (052)324-9826 地 下 鉄金 山駅 ５番出口 から５００メートル

名古屋市公式ウェブサイト  < https://www.city.nagoya.jp/ > 

＜名古屋市公式ウェブサイト償却資産ページ＞         ＜償却資産各種様式のダウンロード＞ 

※ 市税事務所へお越しになる方へ 

市税事務所へお越しの際は、公共交通機関をご利用ください。 

また、障がいのある方などには駐車スペースをご案内しておりますので、ご連絡ください。 

（この手引は、令和３年７月現在の法令に基づいて作成しています） 

＝この冊子は、古紙パルプを含む再生紙を使用しています。＝ 

Ⅷ  お問い合わせ先・申告書の提出先 
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